
新型コロナウイルス感染症の影響に関連して交付される特定の経費を補填する
ための助成金等の税務処理について（具体例）

◉個人事業者が、国等から交付を受ける助成金等には、その助成金等を、①固定資産の取得等に充てること、
②固定資産の取得等以外の経費の支出に充てることを目的として交付されるものがあります。

◉このような特定の経費を補填するための助成金等のうち、
・上記①の固定資産の取得等に充てた部分に相当する金額については、総収入金額に算入せず（総収入
金額不算入）、その算入しなかった金額を固定資産の取得価額から控除（いわゆる圧縮記帳）することが
できます。この圧縮記帳は、その助成金を返還しないことが確定した日の属する年分に行います（※）。
・上記②の経費の支出に充てた部分に相当する金額については、原則として、交付決定のあった日の属す
る年分となりますが、所定の手続を済ましている場合には、その経費と助成金等の収入が対応するように、
その経費が発生した日の属する年分に収入計上します。

◉今般の新型コロナウイルス感染症の影響に関連して交付される助成金等については、助成金等の交付を受
けるために必要な手続を簡略化するなど通常と異なる手続となることがあり、その税務処理について様々な
パターンが考えられます。
◉本資料は、このような助成金等について、総収入金額不算入（圧縮記帳）の適用を受ける場合の税務処理
をケース別に沿って具体的に示しています。
※総収入金額不算入（圧縮記帳）の適用を受ける場合には、「国庫補助金等の総収入金額不算入に関する明細書」を確定申告書に
添付する必要があります。

本資料について

申請等の時期一覧
助成金の
申請

助成金の交付
決定・入金

固定資産の
取得 経費支出 実績報告 助成金の

確定通知
ケース１ 令和２年 令和２年 令和２年 令和２年 令和２年 令和２年
ケース２ 令和２年 令和２年 令和２年 令和２年 令和２年 令和３年
ケース３ 令和２年 令和２年 令和３年 令和３年 令和３年 令和３年
ケース４ 令和２年 令和２年 令和２年 令和３年 令和３年 令和３年
ケース５ 令和２年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和３年
ケース６ 令和２年 令和３年 令和２年 令和２年 令和３年 令和３年
ケース７ 令和２年 令和３年 令和２年 令和２年 令和２年 令和３年
ケース８ 令和２年 令和３年 令和３年 令和３年 令和３年 令和３年
➡各ケースにおける税務処理については、以下をご参照ください。
　なお、各ケースにおける「国庫補助金等の総収入金額不算入に関する明細書」の記載例については、国税庁HP等をご参照ください。

。

最近の新型コロナウイルス感染症対策としての助成金及び、従来からある各種補助金等の税務処理につ
いて、具体例を含めて紹介します。
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（単位：万円）

ケース１ 申請から確定通知が令和２年に行われた場合

令和２年 令和３年

収入金額
▶80を計上します。
※固定資産の取得に対応する助成金120は、総収入金額に算入しません（所法42①）。

▶計上しません。

経費

▶81（経費支出80＋減価償却費1）を計上します。
※減価償却費（注）は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除した金額60で計算
します（圧縮記帳・所令90②）。
計算：（180－120）×0.100×2月／12月＝1

（注）事例上、固定資産は、耐用年数10年、定額法で計算します（以下のケースにおいて同じ。）

▶6（減価償却費）を計上します。
※減価償却費は、圧縮記帳後の固定資産の取得価額60に
より計算します。
計算：（180－120）×0.100×12月／12月＝6

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

10/1

資産取得
180

11/1

確定通知
200

12/1

経費支出
80

10/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80

（単位：万円）

ケース3 申請及び交付決定・入金が令和2年に行われた場合

令和２年 令和３年

収入金額

▶80を計上します。
※助成金等の収入計上時期の原則は、その交付決定のあった日の属
する年分です（所法36）。
※交付決定を受けた助成金のうち120は、固定資産の取得費として申
請したものであり、令和2年12月31日までにその返還を要しないこ
とが確定していないため、総収入金額に算入しません（所法43①）。

▶計上しません。

経費
▶計上しません。 ▶86（経費支出80＋減価償却費6）を計上します。

※減価償却費は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除した金額60
で計算します（圧縮記帳・所令91②）。

※助成金200のうち、令和2年分に総収入金額に計上した金額の残額120につい
ては、固定資産の取得に充てられたものであり、かつ、令和3年12月31日までに
その返還を要しないことが確定しているため、総収入金額に計上しません（所法
43②、所令91①）。

計算：（180－120）×0.100×12月／12月＝6

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

10/1

経費支出
80

1/15

確定通知
200

2/1

資産取得
180

1/10
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80

（単位：万円）

ケース2 確定通知のみが令和3年に行われた場合

令和２年 令和３年

収入金額
▶80を計上します。
※固定資産の取得に対応する助成金120は、令和2年12月31日までにその
返還を要しないことが確定していないことから、総収入金額に算入しません
（所法43①）。

▶2（既往の過償却費）を計上します。

経費
▶83（経費支出80＋減価償却費3）を計上します。
※減価償却費は、固定資産の取得価額180により計算します。
　　計算：180×0.100×2月／12月＝3

▶6（減価償却費）を計上します。
※総収入金額に算入する既往の過償却費は、固定資産の未償却残高に加算し
ます（期首未償却残高59、所法43⑥、所令91②）。
※減価償却費は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除した金
額60で計算します（圧縮記帳・所令91②）。
　　計算：（180－120）×0.100×12月／12月＝６

※令和2年分の減価償却費のうち、助成金に係る償却費相当額を令和3年分の
総収入金額に算入します（所法43②、所令91①）。
　　計算：120－〔120×（180－3）／180〕＝2

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

10/1

資産取得
180

11/1

確定通知
200

2/1

経費支出
80

10/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80
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yorozu   よろず支援拠点
新型コロナウイルス感染症対策としての助成金及び各種補助金等の税務処理について

　よろず支援拠点の連絡先は以下のと
おりです。

徳島県よろず支援拠点
徳島県徳島市南末広町 5 番 8-8
徳島経済産業会館 2 階

電話 088‐676‐4
よ ろ ず に ゴ ー

625
ＨＰ https://yorozu-tokushima.jp/

受付
時間

【平日】9：00～17：45
【休日相談会】●毎週日曜日

　10：00～17：00
　徳島駅前ポッポ街
●第1・第3土曜日
　10：15～17：00
　アミコビル9F

（最新情報を確認して下さい）

新型コロナウイルスに関する経営
相談窓口を設置しております。
相談希望の方は上記、徳島県 
よろず支援拠点にご連絡ください。

（単位：万円）
ケース6 経費支出、資産取得、申請が令和2年に行われた場合

令和２年 令和３年

▶計上しません。 ▶82（経費支出に係る助成金80＋既往の過償却費2）を計上します。

▶80を計上します。 ▶2（既往の過償却費）を計上します。
※令和2年分の減価償却費のうち、助成金に係る償却費相当額を令和3
年分の総収入金額に算入します（所法43②、所令91①）。

※助成金200のうち、固定資産の取得に対応する金額120は、令和3年
12月31日までにその返還を要しないことが確定しているため、総収入
金額に算入しません（平成22年2月9日付文書回答事例）。
※令和２年分の減価償却費のうち、助成金に係る償却費相当額を令和３
年分の総収入金額に算入します（平成22年2月9日付文書回答事例）。
　　計算：120－〔120×（180－3）／180〕＝2

※助成金等の収入計上時期の原則は、その交付決定のあった日の属する年分です
（所法36）。

計算：120－〔120×（180－3）／ 180〕＝2

▶6（減価償却費）を計上します。▶83（経費支出80＋減価償却費3）を計上します。
※減価償却費は、固定資産の取得価額１８０により計算します。
　　計算：180×0.100×2月／12月＝3

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

1/20

資産取得
180

11/1 12/1

確定通知
200

2/1

経費支出
80

10/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80

収
入
金
額

経費

例
　外

原
　則

※本ケースにおいては、経費支出の後に助成金の交付申請が行われていますが、その
経費支出が助成金の対象となるものであり、令和2年中にその申請が行われてい
ます。また、令和2年分の確定申告までの間に実際に助成金の交付決定等がされて
います。これらの点を踏まえると、令和２年12月31日の時点において助成金の交
付を受けることの確実性が相当程度高いと認められますので、助成金を令和２年分
の収入に計上している場合には、その処理は認められます。
※また、助成金200のうち、収入金額に計上した80の残額120は、固定資産の取得
費として申請したものであり、令和２年１２月３１日までにその返還を要しないことが
確定していないため、総収入金額に算入しません（所法43①）。
※したがって、本ケースにおいて、助成金200のうち、経費支出に対応する助成金80
を収入金額に計上しても差し支えありません。

※総収入金額に算入する既往の過償却費2は、固定資産の未償却残高に
加算します（期首未償却残高59、所法43⑥、所令91②）。
※減価償却費は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除
した金額60で計算します（圧縮記帳・所令91②）。

（単位：万円）
ケース7 交付決定・入金及び確定通知が、令和3年に行われた場合

令和２年 令和３年

▶計上しません。 ▶82（経費支出に係る助成金80＋既往の過償却費2）を計上します。

▶80を計上します。 ▶2（既往の過償却費）を計上します。
※令和2年分の減価償却費のうち、助成金に係る償却費相当額を令和3
年分の総収入金額に算入します（所法43②、所令91①）。

※助成金200のうち、固定資産の取得に対応する金額120は、令和3年
12月31日までにその返還を要しないことが確定しているため、総収入
金額に算入しません（平成22年2月9日付文書回答事例）。
※令和2年分の減価償却費のうち、助成金に係る償却費相当額を令和3
年分の総収入金額に算入します（平成22年2月9日付文書回答事例）。
　　計算：120－〔120×（180－3）／180〕＝2

※助成金等の収入計上時期の原則は、その交付決定のあった日の属する年分です
（所法36）。

計算：120－〔120×（180－3）／ 180〕＝2

▶6（減価償却費）を計上します。▶83（経費支出80＋減価償却費3）を計上します。
※減価償却費は、固定資産の取得価額１８０により計算します。
　　計算：180×0.100×2月／12月＝3

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

1/1

資産取得
180

11/1 12/1

確定通知
200

2/1

経費支出
80

10/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80

収
入
金
額

経費

例
　外

原
　則

※本ケースにおいては、経費支出の後に助成金の交付申請が行われていますが、その
経費支出が助成金の対象となるものであり、令和2年中にその申請が行われてい
ます。また、令和2年分の確定申告までの間に実際に助成金の交付決定等がされて
います。これらの点を踏まえると、令和２年12月31日の時点において助成金の交
付を受けることの確実性が相当程度高いと認められますので、助成金を令和２年分
の収入に計上している場合には、その処理は認められます。
※また、助成金200のうち、収入金額に計上した80の残額120は、固定資産の取得
費として申請したものであり、令和２年１２月３１日までにその返還を要しないことが
確定していないため、総収入金額に算入しません（所法43①）。
※したがって、本ケースにおいて、助成金200のうち、経費支出に対応する助成金80
を収入金額に計上しても差し支えありません。

※総収入金額に算入する既往の過償却費2は、固定資産の未償却残高に
加算します（期首未償却残高59、所法43⑥、所令91②）。
※減価償却費は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除
した金額60で計算します（圧縮記帳・所令91②）。

（単位：万円）

ケース4 申請、交付決定・入金、資産取得が令和２年に行われた場合

令和２年 令和３年

収入金額

▶80を計上します。
※助成金等の収入計上時期の原則は、その交付決定のあった日の属する年分です（所法36）。
※交付決定を受けた助成金のうち１２０は、固定資産の取得費として申請したものであり、令和２年１２月３１日までにその
返還を要しないことが確定していないため、総収入金額に算入しません（所法43①）。ただし、本ケースのように確定申
告までに、確定通知で助成金の申請と実績が異なることが判明した場合には、確定した金額で収入計上をしていただい
て差し支えありません（例えば、固定資産の取得価額180、経費支出20の場合には、総収入金額を20とします。）。

※減価償却費は、固定資産の取得価額180により計算します。
　　計算：180×0.100×2月／12月＝3

▶2（既往の過償却費）を計上します。

経費

▶３（減価償却費）を計上します。 ▶86（経費支出80＋減価償却費6）を計上します。
※総収入金額に算入する既往の過償却費２は、固定資産の未償却残高に加算します（期首未償却残高59、所法43⑥、所令91②）。
※減価償却費は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除した金額60で計算します（圧縮記帳・所令91②）。
　　計算：（180－120）×0.100×12月／12月＝6
※令和２年収入金額欄のただし書による場合には、固定資産の取得費の全額が圧縮記帳により減額されることとなりますので、経
費は20（経費支出のみ）を計上します。

※令和２年分の減価償却費のうち、助成金に係る償却費相当額を令和３年分の総収入金額に算入します（所法43②、所令91①）。
計算：120ー〔120×（180－3）／180〕＝2

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

10/1

資産取得
180

11/1

確定通知
200

2/1

経費支出
80

1/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80

（単位：万円）

ケース8 申請のみが令和2年に行われた場合

令和２年 令和３年

収入金額

▶計上しません。 ▶80を計上します。

経費 ▶計上しません。 ▶86（経費支出80＋減価償却費6）を計上します。
※減価償却費は、固定資産の取得価額180から助成金の額120を控除した金額60で計算します（圧縮記帳・所令90②）。

※助成金200のうち、
・経費支出に対応する助成金80は、経費と収入が対応するように総収入金額に計上します。
・固定資産の取得に対応する助成金120は、令和3年12月31日までにその返還を要しないことが確定しているため、
総収入金額に算入しません（所法42①）。

計算：（180－120）×0.100×12月／12月＝6

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

1/1

資産取得
180

1/10

確定通知
200

2/1

経費支出
80

1/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80

（単位：万円）

ケース5 申請、交付決定・入金、経費支出が令和2年に行われた場合

令和２年 令和３年

収入金額

▶80を計上します。
※助成金の申請が行われており、その助成に対する経費支出が行われていることから、経費と収入が対応するように、
助成金200のうち、経費支出に対応する助成金80を総収入金額に計上します。
※交付決定を受けた助成金のうち120は、固定資産の取得費として申請したものであり、令和2年12月31日までにそ
の返還を要しないことが確定していないため、総収入金額に算入しません（所法43①）。

▶計上しません。

経費
▶80（経費支出）を計上します。 ▶6（減価償却費）を計上します。

※減価償却費は、固定資産の取得価額１８０から助成金の額１２０を控除した金額６０により計算します（圧縮記帳・所令91②）。
　　計算：（180－120）×0.100×12月／12月＝6

※助成金200のうち、令和2年分に総収入金額に計上した金額の残額120については、固定資産の取得に充てられたものであり、
かつ、令和3年12月31日までにその返還を要しないことが確定しているため、総収入金額に計上しません（所法43②、所令
91①）。

令和３年令和２年

交付決定・入金
200

10/1

資産取得
180

1/10

確定通知
200

2/1

経費支出
80

10/15
申請
200

固定資産：120
経費：80

実績報告
200

固定資産：120
経費：80
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